
「ＩＣＴによる最高のおもてなし」の実現に向けて

スマートな
入国手続き

スマートな
移動

競技中 滞在中

国民参加で「ＩＣＴによる最高のおもてなし」を実現

（新たなイノベーションを世界に発信）

簡単かつ便利な
本人認証・サー
ビス

取り組むべき施策

安心・安全かつ
円滑な輸送

各種関連情報の
オープンデータ化

超高精細映像の
視聴環境の整備

ユニバーサル環境
の整備（多言語対応等）

日本の情報や魅力
の発信

世界最高水準のＩＣＴインフラの整備

国民参加の実現（国内外からアイディア募集等）

日本が誇る創造力とテクノロジーを駆使し、スポーツとオリンピックに寄与。
素晴らしいイノベーションを、大会、オリンピック・ムーブメント、そしてスポーツのために活用。
東京の優れた技術インフラを活用し、これまでにない競技の実施方法やコミュニケーション、運営方法などを提案。

２０２０年オリンピック・パラリンピック立候補ファイル（抜粋）

東京オリンピック・パラリンピックにおけるＩＣＴの活用場面

スマートな
入国手続き

スマートな
移動

競技中 滞在中

競技場

店舗

選手村

街
病院

観光地空港

駅
宿

全国各地・世界各国に展開
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持続的成長・発展に向けた「歴史的な分岐点」に立っているという危機感の共有
２０２０年に向けたビジョン：
(１)「知識情報立国（スマート・ジャパン）宣言」

世界をリードする、リアルとバーチャルが融合した、「知識・情報」のフローとストックを戦略的に活用する社会の実現
(２)戦略的視点と官民連携体制

①何を戦うか（分野）、②どこで戦うか（市場）、③どこと戦うか（競争相手）を明確にした展開、強固な官民連携体制の構築
これまでの製品単体の売り切りから、製品、サービス、オペレーションまでを含めた総合的な「システム」として海外展開

ＩＣＴにより「三位一体」で解決（①地球的課題、②我が国の課題、③相手国の課題を一体的に解決）
ＩＣＴを「パッケージ」で展開（インフラ、防災、医療、教育、資源、電子政府、金融、コンテンツ等をパッケージで展開）
新たな「アーキテクチャ」を創造（「安心・安全」、「おもてなし」をキーワードに）
国・地域別、分野別の戦略的な国際展開

「ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開イニシアティブ」の概要①

１．基本的考え方

◆世界経済フォーラムによる
ＩＣＴ競争力ランキングの推移

◆ ＩＣＴグローバル展開の強化
２０２０年までに、現在の海外売上高の約５倍の１７．５兆円を目指す。

現状
（2012年）

目標

売上高
（兆円）

（H25情報通信白書の推計を基に設定）

［現 状］ ［目 標］

11.6 10.0 1.3 9.7 6.5 1.3

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

ソフトウェア等 通信サービス 通信機器

約５倍

ソフトウェア等 通信サービス 通信機器

国内 海外

3.2兆円

国内売上高22.9兆円 海外売上高17.5兆円

1

7

9

11
8

16
14

19
17

21
19

18
21

0

5

10

15

20

25

日本

韓国

フィンランド

英国

米国

（順位）

2005 2009 2013

２．ビジネス環境整備

日本人材の育成・活用
ＩＣＴソフトウェア開発力の強化
初等教育段階からの「プログラミング
教育」の実施

外国人材の育成・活用
インターンシップを仲介する仕組みを
構築
ＭＯＯＣs等を活用した人材の育成・
確保
留学生・研修生等との多層的な国際
人材ネットワークを強化 等

３．ＩＣＴ人材育成・活用

「官民ミッション」の派遣（トップセールス）

「官民ローカル・タスクフォース」の形成

ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に資する資金供給等の仕組みの整備

５．「官民オールジャパン体制」の構築

技術外交戦略の推進
既存の技術・システム（地デジ、G空間
等）と将来有望な技術（ウェアラブル、
ＡＩ等）を峻別した国際展開
技術開発によるイノベーション、出口
戦略を重視した標準化戦略、仲間
作り、標準化の推進体制・司令塔整備
産官学の連携

国際的に調和した環境整備
情報の自由な流通、パーソナルデータ
の利用と保護のバランス確保
情報セキュリティに関する国際連携推進

トップセールス連動型の展開や
政府間対話の強化

政策ツールとしてのODA等の戦略的
活用

４．「技術外交」の強化・展開

日本発グローバル展開モデルの構築
「都市丸ごとＩＣＴ化」 、「Ｇ空間×ＩＣＴ」 、
「防災×ＩＣＴ」 、「放送コンテンツ海外
展開」、「スマート・プラチナ社会」、「教育
×ＩＣＴ」、 「農業×ＩＣＴ（スマートアグリ）」
等を構築し、日本の優れた技術・ノウ
ハウを展開

「ジャパンブランド」の確立
「ＩＣＴ東京オリンピック・パラリンピック」
の実現
「最先端ＩＣＴショーケース」の戦略的
整備（国内外）
ロゴマーク制定とプロジェクトプレート

ＩＣＴビジネス基盤の整備
海外ビジネス情報のデータベース整備
ベンチャー企業の育成

「ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開イニシアティブ」の概要②

- 50 -



スマートジャパン

日本にフィード
バックし日本の
高 度 化 に も
つなげる

「ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開イニシアティブ」の時間軸

遠隔医療 遠隔教育

スマートアグリ

＜ＡＳＥＡＮ全体の高度化＞

「歴史的な分岐点」に立っているという危機感の共有「歴史的な分岐点」に立っているという危機感の共有

機動的で実効的な「官民連携体制」の構築機動的で実効的な「官民連携体制」の構築

自治体クラウド

・「官民ミッション」の派遣（トップセールス）
・「官民ローカル・タスクフォース」の形成
・国際展開に資する資金供給等の仕組みの整備

・ 初等教育段階からの「プログラミ
ング教育」の実施

・外国人留学生等とのネットワーク
強化

人材育成・人脈構築

［どこで］
● ＡＳＥＡＮ、インドなど

［何を］
●日本の強みを生かした成功モデルを作り、「パッケージ」で展開
（ICTインフラから端末、システム、制度・運用・コンサルまでをワンパッケージに）

１st ICTインフラ、セキュリティ
２nd 防災、コンテンツ、環境、エネルギー、治水・水道、交通、物流、金融・決済

ＩＣＴ国際競争力の強化ＩＣＴ国際競争力の強化

３rd 相手国のＩＣＴインフラ整備を促し運用に関わることで、地域の問題を把握し、
信頼を得て、日本が課題とするイノベーション分野を先行実施

ICT

「 確立「日本ブランド」の確立
・「ＩＣＴショーケース」の整備
（国内/海外）

・ロゴマーク制定とプロジェクト
プレート

※国際貢献によるＷｉｎｰＷｉｎ関係
の構築

2020年2014年 2017年

ＩＣＴ成長戦略II ロードマップ①

２
０
２
５
年
ま
で
に

約
２
０
兆
円
の
経
済
効
果
を
実
現

（
資
源
問
題×

Ｉ
Ｃ
Ｔ
）

次
世
代
放
送
サ
ー
ビ
ス
を

世
界
に
先
駆
け
実
現
・

新
市
場
を
創
出

・社会実装の促進
-市場化の促進方策の検討
- ICTシステムの標準化
・自立的サービスモデルの確立

-サービスの普及、洗練、低廉化
-投資を呼び込む方策のあり方の検討

等

２
０
２
０
年
に

２
３
兆
円
規
模
の

新
産
業
を
創
出

・スマートプラチナ社会の実装を加
速
させるモデルの確立に向けた実証
-ビッグデータ解析による健康づく
り

-高品質で低廉な医療情報連携基盤
-ライフスタイルに応じたテレワー
クの
利活用 等

ス
マ
ー
ト
プ
ラ
チ
ナ
社
会

（
超
高
齢
社
会×

Ｉ
Ｃ
Ｔ
）

【2020年度頃まで】

【2016年度頃まで】

・スマートプラチナ社会を深化させ
る
モデルの確立に向けた実証
-健康・医療・介護等関連分野での
総合的データ連携

-予防×ロボットモデルの確立
-バーチャルオフィスなどの新たな
ワークスタイルの実現
等

【2017年度頃まで】

・「一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）」を活用した放送コンテンツの戦略的な海外展開
・放送コンテンツ海外展開の促進のための戦略的な施策を実施（海外展開強化促進モデル事業、放送コンテンツのローカライズ支援

など）

放
送
コ
ン
テ
ン
ツ

２
０
１
８
年
ま
で
に

現
在
の
３
倍
の

海
外
事
業
売
上
高
を
達
成

（
経
済
効
果
４
０
０
０
億
円
）

【継続的に実施】

・放送コンテンツの権利処理
のシステム化 【2014年度】

・更なる効率化・迅速化に向けた検討

【2017年度頃まで】

・CATVプラットフォームの機能拡充、参加事業者拡大、発展
- IP試験放送の開始、IP-VODサービスの拡大、ID連携機能、監視制御等の機能の拡充

・スマートテレビ対応サービス拡大
-参加事業者やアプリ提供者の拡大、対応番組・コンテンツの充実、対応端末の拡大、４Ｋ・８Ｋとの連携

＜※ロードマップの更なる具体化について「4K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合」にお
いて検討中＞

・124/128度CS及びCATV、
IPTVにおいて、4Kの試験的
放送を開始

・4Kの本放送を開始
・8Kの試験的放送を開
始

・4K及び8Kの放送について、より多くの視聴者が視聴可能な環境を
整備【2014年6月】 【2016年】 【2020年まで】

放
送
サ
ー
ビ
ス
高
度
化

4
K
／
8
K
ス
マ
ー

ト
テ
レ
ビ

C
A
T
V

【継続的に実施】

【継続的に実施】

成果反映

・熟練農家のノウハウや市場情報等の共有システムの実証（スマート・アグ
リ）

・路線バス等に搭載した振動センサー等の情報を活用した道路管理の高度化
に
向けた実証
・道路・橋梁等のセンサー用超低消費電力通信技術の研究開発

・ビッグデータ・オープンデータの利活用を促進するためのプラットフォー
ムの構築、
実証プロジェクトの展開（ベンチャー支援等） 等

・生産から流通、消費まで一貫したバリューチェーンを実現
する効果的なデータ解析技術や情報連携技術の研究開発

・道路・橋梁等の効率的な維持管理を実現するセンサー技術
や
利活用技術の研究開発
・プラットフォームの活用による新事業創出の促進【2017年度頃まで】

【2020年度頃まで】

・ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ人材育成のための統計力向上ｻｲﾄ
である「ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ・ｽｸｰﾙ」の開設と「ﾃﾞｰﾀｻ
ｲｴﾝｽ
ｵﾝﾗｲﾝ講座」の立ち上げ 【2014年度中】

・「データサイエンス・スクール」と「データサイエンスオンライン講座」を活用した
データサイエンス人材の育成

Ｉ
Ｃ
Ｔ
新
事
業
創
出
／

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
・ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
／

教
育×

Ｉ
Ｃ
Ｔ

【2020年度頃まで】

・クラウド等を活用した新たな教育システ

ムの実証

【20１6年度まで】 ・クラウド等を活用した新たな教育システムの普及展

開

【継続的に実施】
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・情報セキュリティに関する先端的・実用的な研究開発の強化

・サイバー攻撃に対する組織的な実践演習や個人の自発的な対応の推進

・ASEAN諸国とのプロジェクトの実施等、情報セキュリティに関する多国間・二国間の連携の強化 等

【継続的に実施】

Ｇ
空
間×

Ｉ
Ｃ
Ｔ
／

防
災

Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

の
仕
組
み
の
構
築
と

社
会
実
装

２
０
２
０
年
度
に

Ｇ
空
間
関
連
市
場
を

約
６
２
兆
円
へ
拡
大

（
現
在
約
２
０
兆
円
）

・パーソナルデータ利活用ルールの明確化

【2015年度頃まで】

・災害対応ロボット等の高度な防災システムの導入 【2020年度頃
まで】

・Ｇ空間プラットフォームの民間開放（新サービスの開発、実証）
・開発したモデル、システムの国内外への展開
・Ｇ空間情報活用の全国普及
・公共情報コモンズの利活用の推進（新サービスの創出、国際展開等） 【継続的に
実施】

・Ｇ空間プラットフォームの構築
・世界最先端のＧ空間防災システムの構築

・Ｇ空間情報を利用した新産業・新サービス
の創出
・公共情報コモンズの全国普及と情報内容の
拡充 【2015年度頃まで】

ＩＣＴ成長戦略II ロードマップ②

・観光地や防災拠点等における無料公衆無線ＬＡＮ整備の促進

・世界最高レベルのＩＣＴ基盤の更なる普及・発展に向けた競争政策の見

直し等

等

Ｉ
Ｃ
Ｔ
基
盤
整
備

世
界
最
高
レ
ベ
ル
の

Ｉ
Ｃ
Ｔ
基
盤
の
整
備

【2020年まで】

2014年 2017年 2020年

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
／

パ
ー
ソ
ナ
ル
デ
ー
タ

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る

高
度
な
対
応
の
実
現
／

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
を
考
慮

し
た
デ
ー
タ
活
用
の
実
現

・普及展開に向けたプラットフォームの
構築
-地域実証プロジェクトの推進、普及展
開
のための体制整備

-共通ID（公的個人認証サービス）の活
用
推進

街
づ
く
り×

Ｉ
Ｃ
Ｔ

２
０
１
８
年
頃
ま
で
に

Ｉ
Ｃ
Ｔ
ス
マ
ー
ト
タ
ウ
ン

を
普
及
展
開【2018年度まで】

・地域実証プロジェクトの成果の情報発
信
・ＩＣＴ街づくり人材の育成及び確保

【継続的に実施】

【2015年度まで】

・ＩＣＴスマートタウンの普及展開の推進

・成果の国際展開に向けたフィージビリティスタ
ディ
の実施

Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

・ITSを活用したICT次世代インフラの確

立

【2018年度まで】

・｢グローバルコミュニケーション計画｣の推進 (多言語音声翻訳システムの高度化)
・技術成果の具現化を支援する常時応募可能な公募制度の推進
・独創的な人材に機会を与える課題公募型研究開発の推進
・「プライズ方式」による民間主体の周辺技術の研究開発の新設・推進

・ネットワークの超大容量化等のイノベーション創出に向けた研究開発の推進 【継続的
に実施】

2017年2014年 2020年

２
０
２
０
年
ま
で
に
、
海
外
売
上
高
を
現
在
の
約
５
倍
（
17

・
5

兆
円
）
に
拡
大

「ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開イニシアティブ」 ロードマップ

【2017年度頃まで】

・国際的に調和した環境整備（情報の自由な流通、情報セキュリティに関する国際連携の推進など）
・トップセールス連動型の展開や政府間対話の強化（ODA等の戦略的活用など） 等 【継続的に実施】

・「官民ミッション」の派遣（トップセールス）
・「官民ローカル・タスクフォース」の形成・活用 【継続的に実施】

・ICT日本人材の育成・活用の推進

・ICT外国人材の育成・活用の推進

【継続的に実施】

・出口戦略を重視した標準化の戦略的な推進
・標準化の推進体制・司令塔整備

【2017年度頃まで】

・ＩＣＴ国際競争力強化・国際展開に資する
資金供給等の仕組みの整備

【2015年度頃まで】

・国内での実証実験等を通じた「日本発グローバル展開モデル」の構築、
ASEAN各国、インド等への戦略的展開
・東京オリンピック・パラリンピックを見据えた「ICTショーケース」の整備
（国内外）
・海外ビジネス情報データベースの整備・継続的改善 等

・「日本発グローバル展開モデル」展開国からの横展開
・「ICT東京オリンピック・パラリンピック」実現のための「ICT
ショーケース」の活用
・海外ビジネス情報データベースの継続的改善 等

・ＩＣＴソフトウェア開発力の強化、初等教育段階からの「プログラミング
教育」など日本人材の育成・活用に向けた環境整備等
・留学生・研修生等との人的ネットワークの強化など外国人材の育成・
活用に向けた環境整備等

ビ
ジ
ネ
ス
環
境
整
備

「官
民
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ル
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ャ
パ
ン
体
制
」

の
構
築

Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材
育
成
・活
用

「技
術
外
交
」の
強
化
・展
開

【継続的に実施】

【継続的に実施】

【2017年度頃まで】 【継続的に実施】

・資金供給等を通じたＩＣＴ国際競争力強化・国際展開の推進

・標準化推進体制・司令塔の下で標準化を戦略的に推進

注：本ロードマップについては、今後、施策毎に具体化を図るとともに、適時適切に見直しを行うこととする。- 52 -


